
令和３年２月定例県議会

島 根 県

報 道 解 禁

県議会運営委員会（3月4日）終了後





第４７５回島根県議会提出議案一覧

Ｒ３．３．８追加提案分

区 分 議案No 議 案 名

議 案 予算案 ５７ 令和２年度島根県一般会計補正予算（第12号）

(20件) (19件)

５８ 令和２年度島根県公債管理特別会計補正予算（第２号）

外１１特別会計補正予算～

６９

５８ 公債管理 ５９ 証紙 ６０ 総務事務集中処理

６１ あさひ社会復帰促進センター診療所 ６２ 国民健康保険

６３ 母子父子寡婦福祉資金 ６４ 農林漁業改善資金 ６５ 中小企業近代化資金

６６ 中小企業制度融資等 ６７ 中海水中貯木場 ６８ 臨港地域整備

６９ 県営住宅

７０ 令和２年度島根県病院事業会計補正予算（第３号）

外５事業会計補正予算～

７５

７０ 病院 ７１ 電気 ７２ 工業用水道 ７３ 水道 ７４ 宅地造成

７５ 流域下水道

条例案 ７６ 島根県県税条例等の一部を改正する条例

(１件) 令和３年度地方税法の改正に伴う所要の改正

①自動車税の種別割について、初回新規登録から一定年数を経過した環境負荷の大きい

自動車は税率を重くし、環境負荷の小さい自動車は税率を軽減する特例措置につい

て、軽減措置の見直しを行った上で適用期限を２年間延長（令和３、４年度）

②法人の事業税における電気供給業の事業区分に特定卸供給事業を追加し、発電事業等

と同様の方式により課税すること

③住宅及び土地の取得に係る不動産取得税の税率（本則４％）を３％とする特例措置の

適用期限を令和６年３月31日まで延長

④軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を令和６年３月31日まで延長

⑤免税軽油の引取りを行う免税軽油使用者に対し、免税証への押印を求めないこと

⑥その他規定の整備

施行日：①③～⑥令和３年４月１日

②令和４年４月１日

ただし、⑥の一部については、法

律公布日又は条例公布日のいずれ

か遅い日
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令和２年度２月補正予算案（３月８日追加提案分）について

１ 主な補正項目

○ 道路除雪費 ８２０百万円

12月末から１月初旬にかけての大雪の状況を踏まえ、

除雪費を増額

○ 大雪農業被害対策資金 融資枠 １００百万円

大雪により被害を受けた農業者に対する融資制度を

創設し、施設等の復旧を支援

○ 災害復旧事業 ▲２，８３８百万円

２ 減収補てん債の発行

地方消費税清算金及び地方譲与税等が大幅に減少することが見

込まれるため、減収補てん債を発行し、歳入の減に対応

発行額 ２，５９２百万円

減収補てん債：普通交付税の決定後に当該年度の基準財政収入額と実際の税収等

との差を精算するために発行する地方債

３ 基金残高の確保

執行段階の節減による基金の取崩しの戻しと積立て

・ 財政調整基金 ５０億円

令和２年度当初予算編成時の基金取崩し50億円を全額取崩し戻し

【参考】令和２年度末基金残高 １７５億円

・ 減債基金（一般勘定） １３億円

令和３年度に県債の繰上償還を行うため、基金に積立て

【参考】令和２年度末基金残高 ６５億円
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４ 繰越明許費の設定

今回補正額 １８，９８４百万円

既議決額＋2/16提案分 ６７，３２５百万円

【参考】累計額 ８６，３０８百万円

（注）計数については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しない。

５ 令和２年度一般会計歳入歳出予算

２月補正後予算額（2/16第３号議案提案後）(ａ) ５，５７４億円

２月補正予算額（3/8追加提案分） (ｂ) ▲２４３億円

補正後予算額 (ａ)＋(ｂ) ５，３３１億円

＊対前年度同期比 １１４．０％

【参考】令和元年度2月補正（3/9追加提案分）後予算額 4,675億円
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主 な 補 正 項 目
(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

道路除雪費 820,000 12月末及び１月初旬の大雪の状況を踏ま 土 木 部

え、除雪費を増額 [道路維持課]

新 大雪農業被害対策資金 9 12月末及び１月初旬の大雪により施設等 農林水産部

の被害を受けた農業者に対する融資制度を [農業経営課]

創設し、復旧に必要な資金を借り入れた場

合に、当初３年間は融資利率及び保証料率

が０％となるよう金融機関等に対する利子

補給等を実施

［融資枠］

１億円

［資金使途］

施設等資金、運転資金

［融資限度額］

・施設等資金の場合

個人 1,500万円

法人等 3,000万円

・運転資金の場合

個人 160万円または経営費の

３か月分（500万円を限度）

法人等 160万円×構成員数また

は経営費の３か月分

（1,000万円を限度）

［融資利率］

・当初３年間 ０％

・４年目以降 0.1％

（いずれも、ＪＡしまねによる0.1％

の支援後の利率）

［保証料率］

・当初３年間 ０％

・４年目以降 0.2％

［債務負担行為］

・利子補給分 396千円（Ｒ３～７）

・保証料補給分 783千円（Ｒ３～６）
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(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

強い農業・担い手づく 40,651 12月末及び１月初旬の大雪により被害を 農林水産部

り総合支援交付金（被 受けた農業用施設等の復旧を支援するため、 [農業経営課]

災農業者支援型） 国の補助事業を活用し、復旧に要する経費

を市町村とともに支援

［対象経費］

農業用施設・機械の撤去費、復旧費

など

［助成対象］

人・農地プランの中心経営体、農業

者の組織する団体など

［負担割合］

国3/10・県7/30・市町村7/30・農業

者等7/30など

農業復旧対策事業 【制度適用】 12月末及び１月初旬の大雪により被害を 農林水産部

受けた農業用施設等の復旧を支援するため、 [農畜産課 ]

復旧に要する経費を市町村とともに支援

［対象経費］

農業用施設・機械の撤去費、復旧費

など

［助成対象］

認定農業者、農業法人、集落営農組

織など

※強い農業・担い手づくり総合支援

交付金の対象とならない農業者を

対象

［負担割合］

県1/3・市町村1/3・農業者等1/3

など
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(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

児童養護施設等入所児 1,400 児童養護施設等入所児童の高校等卒業後 健康福祉部

童自立支援事業（寄附 の社会的自立を促進するため、就職時に必 ［青少年家庭

金活用事業） 要となる運転免許の取得に要する経費を上 課］

乗せ支援

［拡充内容］

既存の助成率1/3の支援に加え、県

民の方からの寄附金を活用し助成額を

上乗せ

［助成対象］

児童養護施設等入所児童の普通自動

車運転免許取得経費

［助成額］

免許取得に要する経費のうち、既存

事業による助成額等を除いた額

［財源］

寄附金

（参考）

既存事業の概要

［助成割合］

免許取得に要する経費の1/3

（上限10万円）

［財源］

一般財源
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（単位：千円）

Ｒ元年度 対前年度比

 補正前の額
２月補正
（第12号）

計（Ａ） ２月現計（Ｂ） (Ａ）/（Ｂ) Ｒ２ Ｒ元

１ ．県 税 68,559,315 445,368 69,004,683 69,327,868 99.5% 12.9% 14.8% 

２ ．地 方 消 費 税 清 算 金 31,414,076 ▲ 2,017,773 29,396,303 24,113,815 121.9% 5.5% 5.2% 

３ ．地 方 譲 与 税 14,152,000 ▲ 2,024,432 12,127,568 13,532,000 89.6% 2.3% 2.9% 

４ ．地 方 特 例 交 付 金 336,000 77,000 413,000 861,670 47.9% 0.1% 0.2% 

５ ．地 方 交 付 税 182,892,017 2,371,088 185,263,105 180,870,913 102.4% 34.8% 38.7% 

〃 （含臨時財政対策債） (197,295,017) (1,519,784) (198,814,801) (195,812,042) (101.5%) (37.3%) (41.9%)

６ ．交通安全対策特別交付金 194,000 ▲ 31,000 163,000 170,000 95.9% 0.0% 0.0% 

７ ．分 担 金 及 び 負 担 金 2,440,892 ▲ 75,420 2,365,472 2,285,129 103.5% 0.4% 0.5% 

８ ．使 用 料 及 び 手 数 料 4,149,215 ▲ 345,680 3,803,535 4,230,878 89.9% 0.7% 0.9% 

９ ． 国 庫 支 出 金 141,986,281 ▲ 10,986,941 130,999,340 79,923,632 163.9% 24.6% 17.1% 

10 ．財 産 収 入 1,809,998 ▲ 259,997 1,550,001 1,917,977 80.8% 0.3% 0.4% 

11 ．寄 附 金 96,345 ▲ 17,194 79,151 80,191 98.7% 0.0% 0.0% 

12 ．繰 入 金 17,551,351 ▲ 5,944,773 11,606,578 13,213,236 87.8% 2.2% 2.8% 

13 ．繰 越 金 9,257,573 9,257,573 7,707,709 120.1% 1.7% 1.6% 

14 ．諸 収 入 12,506,181 ▲ 5,803,974 6,702,207 7,055,707 95.0% 1.3% 1.5% 

15 ．県 債 70,087,600 269,096 70,356,696 62,214,129 113.1% 13.2% 13.3% 

〃 （除臨時財政対策債） (55,684,600) (1,120,400) (56,805,000) (47,273,000) (120.2%) (10.7%) (10.1%)

合           計 557,432,844 ▲ 24,344,632 533,088,212 467,504,854 114.0% 100.0% 100.0% 

１ ．議 会 費 944,509 ▲ 42,372 902,137 994,206 90.7% 0.2% 0.2%

２ ．総 務 費 34,533,012 931,662 35,464,674 29,787,339 119.1% 6.7% 6.4%

３ ．民 生 費 68,667,934 ▲ 3,246,138 65,421,796 55,055,119 118.8% 12.3% 11.8%

４ ．衛 生 費 37,706,998 ▲ 1,584,922 36,122,076 20,510,882 176.1% 6.8% 4.4%

５ ．労 働 費 2,569,325 ▲ 639,446 1,929,879 1,840,647 104.8% 0.4% 0.4%

６ ．農 林 水 産 業 費 55,936,659 ▲ 8,100,996 47,835,663 42,781,922 111.8% 9.0% 9.2%

７ ．商 工 費 25,127,209 ▲ 1,702,359 23,424,850 11,249,885 208.2% 4.4% 2.4%

８ ．土 木 費 99,585,139 ▲ 2,865,992 96,719,147 86,517,986 111.8% 18.1% 18.5%

９ ． 警 察 費 21,197,411 ▲ 478,736 20,718,675 20,501,751 101.1% 3.9% 4.4%

10 ．教 育 費 94,990,657 ▲ 1,699,542 93,291,115 90,134,963 103.5% 17.5% 19.3%

11 ．災 害 復 旧 費 7,190,076 ▲ 2,840,059 4,350,017 3,099,687 140.3% 0.8% 0.7%

12 ．公 債 費 76,099,064 ▲ 1,028,318 75,070,746 79,849,505 94.0% 14.1% 17.1%

13 ．諸 支 出 金 32,393,851 ▲ 1,047,414 31,346,437 24,880,962 126.0% 5.9% 5.3%

14 ．予 備 費 491,000 491,000 300,000 163.7% 0.1% 0.1%

合           計 557,432,844 ▲ 24,344,632 533,088,212 467,504,854 114.0% 100.0% 100.0%

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

(注）R元年度2月現計は、令和元年度2月補正予算追加提案（令和2年3月9日）分の補正後予算額である。

　　歳　　　　出

令和２年度２月補正予算（第12号）  科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

Ｒ２年度 構　成　比

　　歳　　　　入

区                 分
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対前年度比

補正前の額
２月補正
（第12号）

計（Ａ） （Ａ）／（Ｂ） Ｒ２ Ｒ元

1．自　主　財　源 147,784,946 ▲ 14,019,443 133,765,503 129,932,510 102.9% 25.1% 27.8%

(1) 県 税 68,559,315 445,368 69,004,683 69,327,868 99.5% 12.9% 14.8%

(2) 地 方 消 費 税 清 算 金 31,414,076 ▲ 2,017,773 29,396,303 24,113,815 121.9% 5.5% 5.2%

(3) 分 担 金 及 び 負 担 金 2,440,892 ▲ 75,420 2,365,472 2,285,129 103.5% 0.4% 0.5%

(4) 使 用 料 及 び 手 数 料 4,149,215 ▲ 345,680 3,803,535 4,230,878 89.9% 0.7% 0.9%

(5) 財 産 収 入 1,809,998 ▲ 259,997 1,550,001 1,917,977 80.8% 0.3% 0.4%

(6) 寄 附 金 96,345 ▲ 17,194 79,151 80,191 98.7% 0.0% 0.0%

(7) 繰 入 金 17,551,351 ▲ 5,944,773 11,606,578 13,213,236 87.8% 2.2% 2.8%

(8) 繰 越 金 9,257,573 9,257,573 7,707,709 120.1% 1.7% 1.6%

(9) 諸 収 入 12,506,181 ▲ 5,803,974 6,702,207 7,055,707 95.0% 1.3% 1.5%

2．依　存　財　源 409,647,898 ▲ 10,325,189 399,322,709 337,572,344 118.3% 74.9% 72.2%

(1) 地 方 譲 与 税 14,152,000 ▲ 2,024,432 12,127,568 13,532,000 89.6% 2.3% 2.9%

(2) 地 方 特 例 交 付 金 336,000 77,000 413,000 861,670 47.9% 0.1% 0.2%

(3) 地 方 交 付 税 182,892,017 2,371,088 185,263,105 180,870,913 102.4% 34.8% 38.7%

(4) 交通安全対策特別交付金 194,000 ▲ 31,000 163,000 170,000 95.9% 0.0% 0.0%

(5) 国 庫 支 出 金 141,986,281 ▲ 10,986,941 130,999,340 79,923,632 163.9% 24.6% 17.1%

(6) 県 債 70,087,600 269,096 70,356,696 62,214,129 113.1% 13.2% 13.3%

557,432,844 ▲ 24,344,632 533,088,212 467,504,854 114.0% 100.0% 100.0%

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

(注）Ｒ元年度2月現計は、令和元年度2月補正予算追加提案(令和2年3月9日)分の補正後予算額である。

( 単位 : 千円 )

Ｒ　２  年  度

合           計 

令和２年度２月補正予算（第12号）　歳入内訳一覧表

（一 般 会 計）

区               分
構　　成　　比Ｒ元年度

２月現計
（Ｂ）
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Ｒ元年度 対前年度比較

補正前の額
２月補正
（第12号）

計（A） ２月現計（Ｂ） （A）／（B) Ｒ２ Ｒ元

1．義   務   的   経   費 240,253,795 ▲ 1,901,504 238,352,291 241,830,289 98.6% 44.7% 51.7% 

  (1) 人         件         費 123,200,379 ▲ 313,907 122,886,472 122,644,299 100.2% 23.1% 26.2% 

  (2) 公         債         費 75,857,422 ▲ 979,104 74,878,318 79,623,132 94.0% 14.0% 17.0% 

  (3) 扶         助         費 41,195,994 ▲ 608,493 40,587,501 39,562,858 102.6% 7.6% 8.5% 

2．普 通 建 設 事 業 費 135,632,266 ▲ 6,331,819 129,300,447 110,501,360 117.0% 24.3% 23.7% 

  (1) 補   助   事   業   費 92,470,388 ▲ 4,329,168 88,141,220 77,241,452 114.1% 16.5% 16.5% 

  (2) 単   独   事   業   費 32,058,461 ▲ 1,369,760 30,688,701 23,256,808 132.0% 5.8% 5.0% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 9,697,964 ▲ 224,292 9,473,672 9,119,305 103.9% 1.8% 2.0% 

 (4) 同級他団体事業負担金 10,600 ▲ 5,600 5,000 9,100 54.9% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 1,394,853 ▲ 402,999 991,854 874,695 113.4% 0.2% 0.2% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 6,931,029 ▲ 2,838,179 4,092,850 2,833,126 144.5% 0.8% 0.6% 

  (1) 補   助   事   業   費 6,031,161 ▲ 2,936,588 3,094,573 2,562,942 120.7% 0.6% 0.5% 

  (2) 単   独   事   業   費 661,055 ▲ 23,632 637,423 239,400 266.3% 0.1% 0.1% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 238,813 122,041 360,854 30,784 1172.2% 0.1% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 115,707,022 ▲ 8,293,403 107,413,619 72,163,205 148.8% 20.1% 15.4% 

5．貸          付         金 6,986,639 ▲ 4,698,692 2,287,947 2,378,812 96.2% 0.4% 0.5% 

6．繰          出         金 6,820,613 ▲ 714,647 6,105,966 5,616,980 108.7% 1.1% 1.2% 

7．そ          の         他 45,101,480 433,612 45,535,092 32,181,082 141.5% 8.5% 6.9% 

合           計 557,432,844 ▲ 24,344,632 533,088,212 467,504,854 114.0% 100.0% 100.0% 

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

(注）R元年度2月現計は、令和元年度2月補正予算追加提案（令和2年3月9日）分の補正後予算額である。

令和２年度２月補正予算（第12号）  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）
( 単位 : 千円 )

区               分

Ｒ２年度 構　　成　　比
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県 予 算 規 模 の 推 移
                                                                                                  （単位：百万円） 

年度 ６月補正 ９月補正 11 月補正 ２月補正 その他 最終専決後当初 前年比
(％)

H20 501,199 ▲1.9 3,288 1,515 2,619 

(経済対策  2,619)

23,195 

(経済対策23,127)

追加提案 ▲16,703 

3/24    15 

(強風災害)

516,262 

21 527,070 

(内経済対策

8,335)

+5.2 45,403 

(経済対策45,403)

15,635 

(経済対策 8,827)

1,399 

(経済対策     485)

26,516 

(経済対策25,974)

追加提案 ▲20,870 

(経済対策 5,921)

598,032 

22 535,493 

(内経済対策

25,706)

+1.6 200 4,864 

追加提案      4,044 

(経済対策  4,044)

440 

(経済対策     434)

追加提案    15,741 

(経済対策15,541)

①         267 

(除雪       267)

②       2,754 

(経済・緊急対策6,929)

追加提案 ▲20,132 

8/ 9     31 

(口蹄疫)

8/23  1,568 

(土砂災害)

552,554 

23 532,225 

(内経済・緊急対策

27,630)

▲0.6 6,298 

(経済対策  6,057)

2,913 

(経済・緊急対策767)

2,775 

(経済対策 2,250)

追加提案      9,144 

(経済対策  9,138)

7,087 

(経済対策   714)

追加提案  ▲21,034 

541,312 

24 527,651 ▲0.9 1,100 3,159 431 

追加提案①      673 

追加提案②   5,363 

(経済対策  4,194)

(給与   1,169)

追加提案③  2,572 

(経済対策  2,572)

30,075 

(経済対策31,325)

追加提案 ▲25,273 

5/14    390 

(雇用基金等)

543,693 

25 531,157 +0.7 558 ①           81 

(災害援護資金    81)

②       32,509 

(災害復旧24,856)

1,150 11,359 

(経済対策13,530)

追加提案 ▲38,451 

7/ 3     42 

(風しん抗体検査)

8/29    900 

(８月大雨災害)

538,588 

26 527,234 ▲0.7 369 3,577 2,794 

追加提案   1,533 

 (給与     924)

①     6,058 

(経済対策 7,315)

②       1,650 

追加提案 ▲32,037 

511,435 

27 529,966 +0.5 279 3,780 追加提案     918 

(給与     918)

12,051 

追加提案 ▲39,671 

533,770 

28 520,219 ▲1.8 437 4,703 

追加提案   16,118 

(経済対策16,118)

3,612 

(経済対策  3,612)

追加提案     414 

(給与     414)

1,804 

(経済対策  1,804)

追加提案 ▲40,171 

505,596 

29 511,771 ▲1.6 315 9,168 

追加提案       608 

43 

追加提案     808 

(給与     808)

13,143 

追加提案 ▲48,663 

485,734 

30 452,000 ▲11.7 

(+0.2)

819 9,235 185 

追加提案     481 

(給与     481)

17,153 

追加提案 ▲19,057 

4/20    202 

(西部地震)

7/20    338 

(７月豪雨災害)

456,410 

R 元 468,654 +3.7 321 9,503 232 

追加提案     410 

(給与     410)

13,235 

(経済対策  13,226)

追加提案 ▲24,851 

3/25    214 

(新型コロナウイルス対策)

465,700 

2 475,019 +1.4 4,390 

(新型コロナウイルス対策

4,390)

追加提案 12,001 

(新型コロナウイルス対策 

12,001)

 20,820 

(新型コロナウイルス対策

10,833)

3,737 

(新型コロナウイルス対策

増額 4,139 

減額 ▲482)

追加提案       4 

(新型コロナウイルス対策 

4)

①      2,096 

(新型コロナウイルス対策 

2,096)

②    25,310 

(経済対策  21,161)

(新型コロナウイルス対策

増額 5,701 

減額▲1,552)

追加提案 ▲24,345 

4/30  6,774 

(新型コロナウイルス対策)

5/22    724 

(新型コロナウイルス対策)

7/28    343 

(７月大雨災害)

7/31  6,214 

(新型コロナウイルス対策)

3 467,018 

(新型コロナウイルス対策

6,907)

▲1.7 

 (注)１．平成 25 年 3 月 29 日島根県告示第 231 号により定例県議会招集月を 12 月から 11 月に変更したため「11 月補正」に改称

   ２．平成 30 年度当初予算の前年比について、中小企業制度融資等預託金を含まない場合の予算額と比較した場合を（ ）で記載
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